
IT業界への新規参入者育成における教育訓練事業
者の実践的アプローチと異業種協業の必要性 

１．はじめに 

　本稿の目的​
CyberTankは、現代日本が直面するIT人材不足という構造的課題に向き合い、その解決に対し
てアカデミックな手法を用いて接近しようとしている。前回の論文「IT人材の不足と育成における
問題の分析とサイバータンクの解答2025」では、教育訓練事業者が抱える課題に焦点を当て、
その要因を細分化し、教育的実践の変革案の提示と、CyberTankの事業への落とし込みで具体
化した解決アプローチについて言及することで、この取り組みの出発点とした。  

本稿では、前回検討した教育的実践における問題要因の分析を踏まえつつ、その変革を業界の

より広範囲に影響を及ぼすために、”異業種との協業”に焦点を当てる。協業を単なる手段として
ではなく、IT教育訓練事業に内在する重要な選択肢、ひいては業界構造そのものに対して有益
な要素として位置付け、その有用性と可能性について論じることを目的とする。 

 また、具体的な市場攻略を視野に入れ、協業を通じたより効率的かつ実践的なIT教育訓練の仕
組みの構築についても検討を行う。 終章では、サイバータンクが想定する具体的な協業先候補
を提示し、協業の具体化に向けた可能性を展望しつつ、本稿を締めくくる。 

２．協業の意義と創出価値の考察 

2.1 協業を通じた人材的サプライチェーンの構築​
 
本稿では、IT教育訓練事業者と異業種との協業による「人材供給のサプライチェーンの構築」が
最も大きな効果であると主張する。 
言い換えれば、実際にIT業界に関心を寄せている求職者層(=IT人材潜在層)が実際の現場とな
る各IT企業にたどり着くまでのノード同士の連関を強めることで、画一的で再現性の高い人材供
給モデルの実現が協業によって可能になるということだ。 
逆に言えば、人材サプライチェーンは、前回の論文内にて言及をした現状のIT業界における人
材不足問題に対して教育訓練事業者が取り組むことができる枠組みを超えており、潜在的なIT
人材が顕在化するまでに携わる事業者らそれぞれが連関を強めなければ構築の実現には至ら

ない。 
 
現在、IT業界を志望する人材がスキルを獲得しキャリア構築に至るまでの中で経由する各ノード
−キャリアコンサルタント・教育訓練事業者・転職エージェント・IT人材採用企業−がそれぞれ独立
していて連関性が低く、再現性のある一気通貫した人材供給モデルが確立されていない。この現

状がIT人材潜在層の顕在化の障壁を不本意にも増加させ、彼らの離脱につながっているのだ。 
また、それぞれのノードの独立性が強いことが同時に情報の非対称性にも繋がっており、求職者

のみならずキャリアコンサルタントや就労支援系NPO、転職エージェントに至っても正確な行動



指針の提示−教育訓練課程の選択肢や必要性など−について適切な助言がしづらい現状が上記
の離脱を加速させている側面もある。 
 
この潜在的IT人材層が顕在化するまでに持つ障壁が不必要に多く、離脱を促してしまう社会的
構造の打開と画一的で再現性の高い人材供給モデルの構築が、我々が本稿で提示するIT教育
訓練事業者と異業種との協業が持つ最大の効果だ。 
 
IT教育訓練事業者が、潜在的IT人材が最初に接触するであろうキャリアコンサルタントや転職
エージェントとの協業を行うことで、求められるIT人材像の共有により教育訓練事業者が教育内
容への反映が可能になったり、潜在的IT人材がどのような準備をすればIT人材としてキャリアを
築けるのかについての適切な助言が可能になったりなど、単に人材供給のルートを標準化する

のみならず、各ノードが持つ情報の非対称性を是正しより高品質で再現性の高い人材供給モデ

ルの構築が可能になるのだ。 
 
 
以下で人的なサプライチェーンの構築の確立がその業界の人材供給の安定化につながった事

例を挙げてみる。 
 
人的なサプライチェーンの確立により、人材供給の安定化を実現している具体例として、軍隊・警

察・消防といった社会的に人材が不可欠であり、かつ一定以上の能力が求められる公共組織を

参考事例として取り上げる。 
 
これらの組織は、**募集を司る機関・教育訓練を司る機関・現場運用を司る機関が、制度設計と
して強い連関を持っている。**採用、教育、配属が一貫したプロセスとして制度的に整備されてお
り、求職者が現場にたどり着くまでに必要な情報が連続的に供給される仕組みが担保されてい

る。 
 
この仕組みによって、求職者・現場双方に次のような好影響を与えている。​
 
 
① 求職者が応募してから現場に至るまでのプロセスで、情報の欠落が生じにくい。 
採用、教育、配属の各段階で情報が常に共有されており、求職者はキャリア選択の過程で必要

な情報を適切に得ることができる。 
 
② 教育方針や育成プログラムが、現場の最新状況を踏まえて柔軟に設計されている。 
現場のニーズが教育課程に迅速に反映されるため、新規参入者は実務に即したスキルを獲得

し、現場で即戦力として活躍できる。 
 
このような人的サプライチェーンの成立には、新規参入者の募集機関・教育機関・現場運用機関

が強い相互連携を持つことが前提である。 
もしこれらが断絶していれば、情報ギャップや教育内容の陳腐化が発生し、現場の即戦力化は

困難になる。 
 
一方で、我々が取り組むIT業界においては、募集を担うキャリアコンサルタント・就労支援系NPO
、教育を担うIT教育訓練事業者、現場となるIT企業が、それぞれ営利目的に基づき個別最適を
追求しており、強い連関が構築されていない。 
 



この相違点が、IT業界における人材供給の断絶、求職者の離脱、情報格差、教育と実務の乖離
を生み出す大きな要因の一つとなっている。 
 
したがって、我々が提唱する「IT教育訓練事業者と異業種との協業による人的サプライチェーン
の構築」は、これら公共組織がすでに制度として確立している人材供給モデルを、民間企業間の

協業を通じて民間にも適用し、キャリアコンサルタント・就労支援系NPO・転職エージェント・IT教
育訓練事業者・IT企業の各機関が相互に連関を強めることを目指すものである。 
今後、本稿ではIT業界における（ⅰ）各機関間の障壁、（Ⅱ）協業によって生まれる価値、（Ⅲ）情
報補完の仕組みの実現可能性について、各業種ごとに整理し、具体的に検討を進める。 
 

2.2 就労支援系NPOとの協業 
就労支援系NPOは、キャリアコンサルタントやIT特化型転職エージェントと並ぶ募集機関の一つ
であり、その存在は人的サプライチェーンの形成において重要な役割を担っている。しかし、その

特徴は他の二者とは明確に異なる。 
第一に、就労支援系NPOは支援対象の顧客層が根本的に異なる。 
 キャリアコンサルタントや転職エージェントが、自己実現やキャリアアップを志向する比較的安定
した層を対象とするのに対し、就労支援系NPOは、生活困窮者、若年無業者、就労困難層と
いった社会的支援を必要とする層に積極的にアプローチする特徴を持つ。 
 この違いは、単なる顧客属性の相違に留まらず、社会的包摂を目的とした支援そのものの在り
方に直結しており、従来の転職市場では十分に拾われてこなかった潜在層を安定的に支援する

供給口としての機能が期待されている。 
第二に、就労支援系NPOは支援活動において「生活」「自立」「社会復帰」を第一優先とする。 
 キャリアコンサルタントや転職エージェントが、キャリア形成や転職成功を主要な目標とするのに
対し、就労支援系NPOは、顧客の生活基盤を整えることを最優先とし、必ずしも速やかな就職を
求めない包括的な支援を行う点に特徴がある。 
 この価値観は、収益よりも顧客の長期的な生活安定を重視する支援スタンスに表れており、営
利を前提とした民間企業とは支援の目的そのものが質的に異なる。 
第三に、支援の時間軸が圧倒的に長いことも、就労支援系NPOの特徴である。 
 転職エージェントが求職者の内定・入社という短期的な成果を重視し、キャリアコンサルタントが
中期的な伴走支援に主眼を置くのに対し、就労支援系NPOは顧客の自立に焦点を当て、数年
単位で継続支援を行うことも多い。 
 このように、顧客の心理的ハードルや離脱リスクに寄り添いながら、柔軟かつ長期的に関与し続
ける支援体制を持つ点は、教育訓練事業との協業を通じて構築を目指す人的サプライチェーン

において、本来であれば長期間の支援過程で諸般の事情により接点を失いがちな求職者層と、

継続的に関係を維持できるという意味で非常に重要な特性である。 
これらの特徴を持つ就労支援系NPOは、教育訓練事業と支援方針・顧客目線において多くの共
通項を有している。 
 例えば、サイバータンクにて提供される教育訓練事業では生活負担を過度に強いることなく、顧
客の継続率向上や支援の長期化を重視した教育体系を志向しており、継続的に顧客に寄り添う

姿勢は、支援の長期継続を重視する就労支援系NPOの支援方針と高い親和性を持つ。 
 さらに、顧客のスキル進捗を定期的に共有する情報連携体制を前提としており、支援者である
NPOが顧客の状況を正確に把握しやすい環境を整えている点も、両者の協業相性を高めてい
る。 
一方で、就労支援系NPOと協業を進める上での課題として、「営利事業者への慎重さ」と「教育
訓練に対するコスト感覚の厳しさ」は避けて通れない。 



 就労支援系NPOは、顧客に不利益をもたらす可能性があると判断される営利企業との連携に
対して、倫理的・社会的観点から慎重であることが多い。 
 また、支援対象者の多くが経済的に教育投資を行いにくい状況にあるため、教育訓練事業者に
対しても顧客負担の軽減が強く期待される。 
しかし、これらの障壁を乗り越えることができれば、就労支援系NPOとの協業は、IT人材供給市
場に対して非常にポジティブな影響を与える可能性を持つ。 
 就労支援系NPOが支援する層は、転職市場で取りこぼされてきた新規参入層を含む。この層を
教育訓練を通じてIT業界に流入させることは、IT人材不足という社会課題の解消に直結する。 
加えて、就労支援系NPOが自治体や行政と連携し、公的な後ろ盾を持つ場合には、IT人材供給
の社会貢献性がより広く評価されることが期待できる。 
 また、就労支援系NPOとの協業を通じて、生活改善に直結する経済的成功事例を積み重ねるこ
とで、スクールのコース費用といった経済的負担に対しても、社会全体で納得感を醸成すること

が可能となる。 
 この納得感は、口コミや事例が市場全体で共有されることで、他の潜在的IT人材層に対して教
育訓練に対する心理的ハードルを大きく引き下げる効果をもたらす。 
すなわち、サプライチェーンを通じた実績の蓄積は、生活水準の向上と結びついた形でIT業界参
入の現実味を高めるだけでなく、サプライチェーンの入り口そのものを広げ、より多様な人々に対

して新たなキャリア選択肢を提供することに寄与する可能性がある。 
以上より、就労支援系NPOは、募集機関としての特徴のみならず、教育訓練事業の支援方針・
対象層との適合性からも、人的サプライチェーンの安定的構築において、中長期的に最も重要な

協業パートナーとなり得る存在である。 
 

2.3 キャリアコンサルタントとの協業 
キャリアコンサルタントは、就労支援系NPOと多くの共通点を有している。両者はともに、中長期
的なキャリア形成に寄り添い、顧客との継続的な関係構築を目指す点で非常に近い立場にあ

る。 

特に、キャリアコンサルタントは、一般社団法人日本キャリア開発協会（JCDA）により「自己理解
の支援」「主体的な意思決定の支援」「キャリア形成の伴走」が役割として明確に定義されてお

り、単なる“転職の成功”ではなく、“その後のキャリアを顧客が自ら選び、継続して活躍できる状態
に導くこと”が最終目標として強く求められている。 

両者の違いは、その活動が営利を前提としているか否かにある。就労支援系NPOが「生活支
援」や「社会復帰」といった社会的意義を第一優先とするのに対し、キャリアコンサルタントは、長

期的な顧客支援を通じて事業価値を高め、収益を得ることをビジネスモデルとしている。顧客の

人生設計に寄り添いながら、継続的な相談機会を確保し続けることが、キャリアコンサルタント自

身の事業基盤にもなる。 

このような特徴を持つキャリアコンサルタントは、教育訓練事業者との協業において、多くの実務

的な連携の可能性がある。 

まず、キャリアコンサルタントは顧客と長期的に接点を持つこと自体が事業価値であり、段階的

な成長を促す教育訓練事業との相性は非常に高い。教育訓練を受講し、スキルを習得する過程

で、顧客に新たなキャリア課題や選択肢が生まれ、継続的なキャリア相談や新たな支援が必要

となる。この連鎖は、キャリアコンサルタントにとっても長期的な収益機会の拡大につながる。 



次に、教育訓練のように「途中の選択肢」を提供できる存在は、顧客との長期的な信頼構築にも

大きく貢献する。転職やフリーランス、副業といった柔軟な選択肢をリアルタイムで提示できるだ

けでなく、顧客がキャリアに悩むタイミングで学習や成長機会を提案できることは、キャリア相談

の質を向上させ、顧客の納得感をさらに高める重要な要素となる。 

加えて、キャリアコンサルタントは国家資格保有者であり、労働市場動向や職業情報の最新知識

を継続的に学ぶことが義務付けられている。この点も、教育訓練の進捗に応じたリアルタイムで

のキャリア提案において、顧客のキャリア志向やスキルレベルに即した適切な選択肢を提供でき

るという大きな強みにつながっている。 

こうした支援の在り方は、就労支援系NPOと共通する側面を持つ一方で、キャリアコンサルタント
は有資格者として、顧客に対して「選択肢を提示すること」を支援の根幹に据えている点が際立

つ特徴である。段階的な成長を続ける人材層に対し、常に最新の職業情報や労働市場の知見を

基盤とした、広範かつ制度的に保証された提案ができることは、キャリアコンサルタントならでは

の価値と言える。 

もっとも、協業を進める上では注意すべき点も存在する。キャリアコンサルタントは顧客に対して

常に中立性を担保しなければならず、特定の教育訓練事業者を優先的に紹介することは原則と

して避けられる点だ。この点について、教育訓練で習得するスキルは、DX化が喫緊の課題であ
る現代社会全体において業界を問わず価値が認められる能力である点に留意する必要がある。 

IT教育訓練は専門的で高レベルなITスキルの習得を目指すものであり、IT人材の供給先は決し
てIT業界に限られない。不動産業でも、士業でも、土木業であっても求められるスキルである。つ
まり、現代社会における企業を検討するにあたってITの専門スキルは市場における汎用的なス
キルを底上げするものであり、この推薦を通じてキャリアコンサルタントの中立性を損なうもので

はなく、むしろ彼らの助言の幅を広げて顧客への提供価値の増加と顧客の選択肢の広がりにつ

ながるのである。 

また、キャリアコンサルタントは、就労支援系NPOと同様に、顧客の生活負担や納得感を非常に
重視する。そのため、教育訓練の価格設計や学習負荷が顧客にとって合理的であることが求め

られる。顧客視点を欠いた訓練設計であれば、協業そのものが形骸化するリスクがあるため、そ

の点にも十分な注意を払う必要がある。 

一方で、サイバータンク社の教育訓練事業のように、業界を問わず活用できる「自走力」の育成

を重視している事業者も存在しており、この支援方針はキャリアコンサルタントの役割とも高い親

和性を持っている。資格者であるキャリアコンサルタントによって教育訓練事業が選択肢として提

示されることは、顧客にとって信頼の証となり、特に異業種参入時の心理的ハードルを下げる効

果が期待できる。 

さらに、キャリアコンサルタントを通じてキャリアの見直しや再設計に経済的コストを投じる層は、

自己投資やキャリア開発への意識が高い傾向があり、早期離脱や短期転職を繰り返しにくい特

性もある。キャリアコンサルタント経由でこうした真剣度の高い層がIT業界に流入することは、中
長期で高いモチベーションと長期定着を見込める人材を安定的に供給することにつながる。加え

て、業界内に「自走力」を備えた人材が増えることは、個別企業の教育負担を軽減し、プロジェク

ト現場での即戦力化を促進する社会的メリットを生み出す可能性もある。 

キャリアコンサルタントにとっても、IT業界を希望する人材層に対して、教育訓練事業者を通じて
現場知識を共有できることは、キャリア設計における人材と現場間に存在する情報の非対称性



の是正に直結し、顧客の「自ら選び、継続して活躍できる状態」を実現する支援の再現性向上に

繋がる。この点は、キャリアコンサルタント自身の使命達成にも合致するのはいうまでもない。 

以上より、キャリアコンサルタントは、コストを投じて中立的立場の専門資格者の意見を反映した

情報格差の少ない、意欲の高い人材の流入を実現できる募集機関となる。教育訓練事業との協

業を通じた、安定的で再現性の高い人的サプライチェーンの構築において、キャリアコンサルタ

ントは極めて重要な協業パートナーであり、双方にとって不可欠な存在となることは間違いない。 

 

2.4 IT特化型転職エージェントとの協業　​
IT特化型転職エージェントは、キャリアコンサルタントや就労支援系NPOとは異なり、短期的な営
利目標の達成を目的とするビジネスモデルを採用している。 

ビジネスモデルの特性上、エージェントは、企業との取り決めによって定められた報酬単価の向

上を狙うのは難しく、案件の回転率の向上を業績の中心に据えている。これにより、エージェント

が支援対象をいわば選別し斡旋成功の可能性が高い顧客を優先的にフォローするという傾向が

あるのは仕方のないことだ。 

この選別の結果として中長期的なフォローアップを必要とする人材、たとえば潜在的IT人材層に
あたる、スキル不足の顧客や異業種からの転職希望者は支援対象から外れやすくなる。これら

の顧客は単純に斡旋成功率が既存のIT人材の転職サポートに比べて低いのに加え、エージェン
トの特徴である回転率重視の短期的な業務設計上、十分な支援を受けられないまま離脱してし

まい結果としてIT人材不足の解決が遠のいていると言える。 

この「顧客選別の発生」と「中長期間における顧客フォローの不足」という課題に対して、教育訓

練事業者との協業は有効な解決策になる。 

協業によって創出される価値は、「低コストでの中長期間顧客フォローの実現」、「両者の事業内

容の品質向上」、「エージェントの成約率向上と営業資産獲得」の大きく三点に整理できる。 

第一に、「低コストでの中長期間顧客フォローの実現」についてだ。 

協業によって、以下の仕組みを構築することで、これまでエージェントが支援対象から外していた

顧客層に対して、リソースを過剰に消費せずに長期的に顧客との接点を維持することが可能に

なる。 

 

[仕組み] 

・エージェントが扱いにくかったスキル獲得を急務とする人材を、協業している教育訓練事業者に

斡旋しスキル獲得の機会を提供する。 

・また、その過程でスキルシートやTechブログ等を教育訓練事業者からエージェントに共有し、人
材のスキル獲得進捗を共有する。 

 



この仕組みを構築することで、これまでエージェントが支援対象から外していた顧客層に対して、

教育訓練事業者への受講機会を提供することにより、スキル養成過程に関与することができる

ようになる。加えて、教育訓練事業者との情報連携を通じて、顧客のスキルシートの更新状況や

スキル習得の進捗をリアルタイムで把握し続けることも可能となる。この情報基盤を活用すること

で、エージェントは適切な求人提案のタイミングを精緻に判断し、長期的に顧客との接点を維持

することを実現することができる。この仕組みはエージェントの自社リソースを過剰に消費せず、

効率的な案件管理を実現するのだ。 

第二に、「両者の事業内容の品質向上」についてだ。 

　エージェントは、企業から提供される求人情報として、主に「経験年数」や「案件概要」といった

表面的な要素を把握している。逆に言えば、現場で求められる具体的な技術水準やスキルにつ

いて十分に言語化し、顧客に伝達することは難しいのだ。 

他方、教育訓練事業者は求人市場の変動を恒常的に把握できる立場ではない。 

これら双方の情報不足を補完するために、両者が協業によって定期的に情報連携を行うことで、

教育訓練事業者は市場ニーズに即したカリキュラムを柔軟に改善することができ、転職エージェ

ントは実務適合度の高い人材を企業に紹介できる体制を構築できる。加えて、先述の内容と重

なるが、顧客のスキル習得過程のスキルシート等を相互に共有することで、自身の成長過程や

能力を深く理解し、適切に対応するエージェントへの信頼が顧客に醸成される。この信頼は、顧

客が転職活動における窓口として当該エージェントを選択する大きな動機と差別化になると言え

る。 

第三に、「エージェントの成約率向上と営業資産獲得」についてだ。 

教育訓練事業者とエージェントの協業により潜在的IT人材層はスキル獲得の機会を受け取る。 

それにより、求人市場における評価は向上しより高度なキャリアパスの選択肢が開かれると同時

に、本来フォローしにくかった層も含めて斡旋成功率は向上すると言える。 

また、協業により顧客がエージェントを介して希望するキャリアを実現した事例は単なる一つの斡

旋実績に留まらず、「フォロー対象の広さとIT人材化への過程に向き合う丁寧さ」の証明となり、
それエージェントにとって将来的な営業資産となる。特に、当該協業による実績により、従来リー

チできていなかった紹介顧客や企業顧客が新たに発生し、エージェントの営業対象の拡大を促

進することが予想されるのは言うまでも無い。 

教育訓練事業者とIT特化型転職エージェントの協業は、潜在的IT人材層がIT人材として現場で
活躍するまでの成長過程を、協業する事業者同士が一貫して可視化・共有・管理できる仕組みを

構築できる。この協業体制により、育成過程の中途離脱を抑制し、育成過程における顧客フォ

ローや教育内容の質を継続的に改善し続ける環境が整備される。 

以上の仕組みによって、これまでエージェントの支援対象から外れていた求職者や潜在的IT人
材層の業界参入が促進され、求職者・企業・教育訓練事業者・転職エージェントの各ステークホ

ルダーが持続的に利益を享受できる市場構造の形成される。 
 



第3章　協業による相互価値​
1．協業を進めるための相互価値の枠組み 
第2章においては、教育訓練事業者と各業種との協業を通じて、社会や業界にどのような価値が
創出され得るかについて整理した。 
これらは、協業の成立を契機として波及する社会的意義や構造的な効果に主眼を置いたもので

あり、協業の可能性を俯瞰的に考察したものである。 
 
一方、本章では、協業を検討・推進する過程において不可避となる、教育訓練事業者と各業種の

間に存在する「相互の価値提供と利得」の整理による実現可能性の考察を目的とする。 
協業の成立には、理念的な社会的価値に加え、各当事者が実務的に享受し得る具体的な利益

が双方にとって合理的であることが重要であり、協業先にとっての動機形成にも直結する要素で

ある。 
 
本章では、こうした価値の整理にあたり、教育訓練事業者の視点から、各業種に対して提供可能

な価値を「提供価値」、各業種から受け取ることができる価値を「獲得価値」と呼称し、考察を進め

る。 
 
なお、本章で述べる内容は、第2章にて言及した協業の可能性と一部重複する部分が生じる。 
これは、社会的価値と事業的価値の双方が、協業の中で密接に結びついていることを踏まえた

ものであり、あえて両側面から考察することで、協業の妥当性を多角的に検証することを意図し

ている。 
 

​
​
2．就労支援NPOとの協業における相互価値 
第2章1節において、就労支援系NPOは、生活困窮者や若年無業者など、従来の転職市場では
支援が届きにくかった層に対し、長期的かつ包括的な支援を実施していることを確認した。本節

では、教育訓練事業者がそうしたNPOと協業することで発揮される事業的な提供価値と獲得価
値について検討する。NPOの支援対象や支援思想の特徴を踏まえたうえで、教育訓練事業者と
の連携がもたらす機能的・構造的な価値を考察する。 

まず、就労系NPOの協業によって得られる獲得価値を検討する。​
 就労支援系NPOが教育訓練事業者との協業で受け取る価値は、「支援効果の向上」「差別化」
「制度連携」に基づく事業基盤の強化」の三点に整理可能だ。 

はじめに、「支援効果の向上」と「差別化」についてあわせて検討したい。​
 教育訓練事業者は、IT業界に特化した知見や職種理解を就労支援系NPOの支援現場にもたら
すことで、求職者を中心に据えた支援に明確な専門性を付与する存在となる。 

とりわけ、生活支援や福祉的文脈から支援を行ってきたNPOにとって、ITに精通した教育訓練事
業者との連携で帯びる支援内容の専門性は、中長期的な就労支援において求職者の安定的な

生活基盤を形成する転職市場での選択肢を拡張することに直結する。 

DX化が進む現代社会においてITへの専門性はIT業界に限らず求められており、教育訓練事業
者はこうしたITスキルを求職者に付与する役割を担う。つまり、IT業界に偏向せずに既存支援と



の整合性を損なうことなく、社会全体で広く需要があるスキル習得を目指した就労支援が可能に

なる。 

こうした専門領域のアセットを獲得することで、より明確で専門的な職業選択の展望や支援を提

供できるようになり、NPOの支援の質の向上につながるのだ。​
​
 このNPOが持つ支援の専門性は、他業種との協業を行っていない就労系NPOと比較して、IT業
界やITスキル獲得に関心を持つ求職者にとって、興味を引くきっかけとなる。これにより、求職者
自身の生活基盤再建、キャリア構築に向けて伴走する支援パートナーとして、求職者自身から伴

走者として能動的に選択してもらうことで、接触から離脱することなく継続した活動を行うことの実

現にポジティブな影響になるのは間違いない。 

次に、「制度連携に基づく事業基盤の強化」について検討する。​
 厚生労働省の「就労支援とリスキリングの接続」や、経済産業省による「地域DX人材創出事業」
など、就労と学習の融合を志向する国策が進行する中で、NPOが民間の教育訓練機関と連携
する意義は、制度的文脈に照らしても大きい。 

こうした連携は、単なる支援メニューの拡張にとどまらず、補助制度の対象要件のクリア、新規施

策との連携可能性、地域における新たなプロジェクト創出の契機となる。結果として、中長期的な

事業展開の基盤形成に資するものである。 

続いて、教育訓練事業者の協業による獲得価値を検討する。​
 教育訓練事業者が就労支援系NPOとの協業を通じて得る価値は、「安定的な送客経路」「新た
な潜在層との接点構築」の二点に整理される。 

第一に、NPOとの協業によって形成される安定的な送客経路は、NPOと教育訓練事業者間の協
業関係構築の第一歩だ。この送客を起点とした情報交換や実績の蓄積を通じて、双方にとって、

安定性を持ったパートナーとしてのポジションの確立が期待される。加えて、単なる関係構築にと

どまらず、NPOとの連携という事実によって得られる社会的信頼は、事業の発信力や受容性を
高める重要な要素となる。中でも、自治体や行政機関とつながりを持つNPOとの協業は、その協
業実績自体が教育訓練事業者の取り組みが社会的信頼性を得る一助となる。こうした信頼構築

は、外部評価や企業提携の文脈においても重宝される。 

第二に、従来は教育訓練事業者がアクセスしづらかった「新たな潜在層との接点構築」が実現さ

れる点が挙げられる。​
 生活困窮者や就労困難層といったNPOの支援対象は、短期的な営利目的を追求する既存の転
職エージェントや求人媒体では十分なフォロー体制がとられておらず、キャリア形成に有効な情

報や選択肢にたどり着くための支援や助言を得る機会が限定的である傾向がある。​
それらの求職者に対して、NPOは営利を前提としない立場から、生活課題とキャリア形成に対し
て長期的・包括的な要素を重視した支援を提供できる可能性をもつ。​
​
その上で、教育訓練事業者との協業を通じてIT業界に関する知見を獲得したNPOが介入するこ
とで、これまで支援の対象外とされてきた層や、従来はIT人材としての可能性が認識されてこな
かった求職者に対しても、就職活動以外の選択肢として、中長期的なスキル養成の一環となる

教育訓練事業の受講機会を提示することが可能となる。これにより、NPOの支援対象にIT業界
の現場に即した情報や、その情報取得から現場のポジションへの定着までの一貫した支援経路

が提供され、募集機関との接触機会が乏しく支援の網から漏れていた潜在的なIT人材になりえ
る人材の取りこぼしを防ぐことができる。​
​



これらの相互的な価値提供を通じて、NPOは顧客との中長期的な伴走者としての関係性を深化
させる支援の質の向上を図りつつ、離脱者の減少という実利を追求できる。一方で、教育訓練事

業者は既存の業界募集機関では焦点が当てられてこなかった層に対してのアプローチを実現す

る。すなわち、NPOは、社会的支援の射程を広げる手段として教育訓練事業者との連携を活用
でき、教育訓練事業者はNPOとの協業を通じて実利的な顧客獲得を実現させる関係構築が可
能となる。 

 
 
​
​
 
 
 
 
 

 
3．キャリアコンサルタントとの協業における相互価値​
​
教育訓練事業者とキャリアコンサルタントとの協業は、単なる送客連携にとどまらず、再現性と持

続性を備えたキャリア支援体制の構築に資する実践的な協働モデルである。本節では、両者の

間に成立し得る**「提供価値」と「獲得価値」**を整理し、それらがいかにして協業の実現可能性
を高めているかについて論じる。 

（1）教育訓練事業者からキャリアコンサルタントへの提供価値 

キャリアコンサルタントが顧客に対して質の高い支援を提供し続けるためには、適切な職業情

報、選択肢、ならびに成長経路の提示が不可欠である。教育訓練事業者は、この点において以

下のような実質的価値を提供しうる。 

① キャリア支援の内容拡張と専門性の補完 

教育訓練事業者は、ITをはじめとする専門スキルの獲得機会を体系的に提供する。このことは、
キャリアコンサルタントが顧客に提示できるキャリア経路の選択肢を拡張し、支援の射程を「転

職・異動」から「スキル習得・再構築」にまで広げることを可能とする。また、訓練過程における到

達目標や育成ロードマップを提示することで、支援が主観的経験や印象評価にとどまらず、実務

的・構造的裏付けを得ることとなり、支援の信頼性向上にも寄与する。 

② スキル進捗データの共有による支援精度の向上 

教育訓練過程で蓄積されるスキルシート、進捗報告、到達度測定の結果は、キャリアコンサルタ

ントが顧客の状態をより正確に把握し、相談に活用するための貴重な情報資源となる。これによ

り、キャリア支援の個別化・最適化が促進され、相談の再現性と質が向上する。支援内容の高度

化に加え、顧客の納得感・自立感の醸成という側面からもプラスに作用する。 

③ 顧客関係の維持と支援の持続性確保 

教育訓練が中長期的な学習支援の場として機能することで、キャリアコンサルタントは顧客との

関係を段階的に深化させることが可能となる。特に、有料継続支援モデルを採用しているキャリ



アコンサルタントにとっては、支援対象者が教育訓練という明確な目的をもって活動し続けること

は、支援継続の合理的基盤となる。 

以上のように、教育訓練事業者の提供価値は、キャリア支援の精度・範囲・持続性を同時に高め

るものであり、キャリアコンサルタント側の専門職としての職能達成に資する実質的貢献となりう

る。 

（2）キャリアコンサルタントから教育訓練事業者への提供価値 

一方、教育訓練事業者がキャリアコンサルタントとの協業によって得られる価値もまた明確であ

り、以下に整理される。 

① 自己投資意欲の高い顧客層との接点確保 

キャリアコンサルタントを通じて接触する求職者は、キャリア課題の認識が進んでおり、スキル習

得に対する合理的動機を有している場合が多い。こうした層は学習継続率が高く、訓練成果の

顕在化もしやすいため、教育訓練事業者にとっては非常に相性の良い顧客群となる。キャリア支

援の初期段階から関与しているコンサルタントを経由することにより、「教育投資」の納得性も高

まる。 

② 社会的信頼の獲得と納得性の補強 

国家資格保有者が支援プロセスの中で教育訓練を“有効な選択肢”として紹介することは、顧客
にとっての教育訓練の信頼性を高める。中立性が求められる立場から提示されるという事実は、

教育訓練事業者が訴求する内容に対する社会的納得性の補完要素として機能する。 

③ 実績の蓄積による信頼経路の構築 

キャリアコンサルタントを通じて訓練成果を上げた顧客の事例は、教育訓練事業者にとっては

「支援の成功事例」として形式知化されやすく、それを再利用することで販路の拡大や対外的な

発信に活用できる。また、一定の支援モデルが形成されることで、他のキャリア支援者や機関と

の接点創出にもつながる。 

このように、教育訓練事業者にとっての獲得価値は、単なる集客チャネルとしての有用性にとど

まらず、信頼性の向上・実績の形式知化・新規連携機会の創出といった多層的な利得に及ぶ。 

（3）協業実現性の総合的考察 

教育訓練事業者とキャリアコンサルタントとの協業が現実的かつ持続的に成立し得る理由は、主

に次の三点に集約される。 

第一に、両者の支援対象・支援思想における親和性の高さである。いずれも中長期的な顧客支

援を志向し、段階的成長を前提とした支援構造を重視している。この根本思想の一致は、協業を

進めるうえでの基盤的条件を満たしている。 

第二に、独立した利得構造が明確に存在する点である。双方が互いの専門性を補完しつつ、自

組織にとっての合理的な利益を享受できる関係は、利害が衝突しにくく、持続可能性が高い。 



第三に、教育訓練が提供するスキルが汎用性・非業種依存性の高い内容である場合、キャリア

コンサルタントの中立性と矛盾せずに紹介が可能である。これは制度的・職能的制約の観点から

も協業の実現可能性を高める重要な要素である。 

さらに、教育訓練事業者がキャリア支援側との**情報共有のためのインフラ整備（進捗報告・学
習ログ共有・連携フロー構築など）**を行うことで、協業の形式はより実効性を帯び、継続的な運
用が可能となる。 

 

以上を総合すれば、キャリアコンサルタントとの協業は、教育訓練事業者にとって「質の高い顧

客との接点確保」および「支援構造の高度化・形式知化」の両立を可能とし、キャリアコンサルタ

ントにとっても「中立性を保ったまま支援の精度と専門性を高める機会」となる。​
 このように、理念的整合性・実務的利得・制度的許容性を兼ね備えた協業関係は、再現性のあ
る持続的支援モデルとして、極めて高い実現可能性を有すると言える。 

 

4．IT特化型転職エージェントとの協業における実現可能性 
IT特化型転職エージェントは、短期的なマッチング成果を重視するビジネスモデルを採用する一
方で、IT業界への人材供給において大きな流通機能を担う存在である。教育訓練事業者にとっ
ては、こうしたエージェントとの協業を通じて潜在的IT人材への接点を獲得する可能性があると
同時に、スキル獲得支援を通じて人材価値の向上を図ることで、エージェントの業務効率や成約

率の向上にも寄与し得る。 

本節では、両者の間に成立し得る**「提供価値」と「獲得価値」**を多面的に検討し、短期志向と
育成支援という異なる立場を超えて協業が成立する合理的基盤を明らかにする。 

（1）教育訓練事業者からIT特化型転職エージェントへの提供価値 

① スキル獲得機会の外部化による業務負担の軽減 

IT特化型転職エージェントは、企業との契約に基づき速やかなマッチング成果を求められるビジ
ネスモデルを採用しており、スキルの有無が顧客選別における主要な判断軸となる。しかし、実

務未経験やスキル不足といった理由でマッチング対象から外れる求職者も多く、そうした層に対

して十分なフォローアップを行うリソースを恒常的に確保することは難しいのが現実だ。 

このような背景のもと、教育訓練事業者との協業は、スキル育成の機能を外部化する仕組みとし

て極めて有効と言える。エージェントが即時対応困難な人材を、協業先の教育訓練事業者にス

ムーズに接続することにより、求職者は一定期間にわたる学習機会を得ることができ、基礎スキ

ルの獲得と職業的自信の形成に向けて再スタートを切ることが可能となる。 

さらに、協業関係にある教育訓練事業者であれば、当該求職者のスキル獲得状況や到達度、課

題領域、スキルシートやポートフォリオといった進捗データを継続的に把握・記録しており、エー

ジェントとの間でこうした情報が共有される体制を構築しやすい。この情報共有体制の存在によ

り、教育訓練の終了時点において、エージェントは求職者の現状を把握したうえで、的確な求人

提案を行うことが可能となるのだ。 



さらにこの仕組みを構築することで、スキル習得後に求職者がエージェントの直接支援下へと自

然に“再帰”することが十分に期待できることは協業可能性を大きく高める。エージェントは一度
支援対象外とした人材に対して、新たなマッチング可能性を低コストで回収できる構造を手にす

ることができるからだ。このように、協業による育成フェーズの外部化と情報連携のセットが成立

すれば、リソースを大幅に消費することなく、支援再開やマッチング機会の最大化が可能となり、

結果的にはエージェントの集客能力や成約件数の増加、ひいては売上機会の拡大に資する実

務的効果が見込まれる。 

② スキル習得の可視化による成約率の向上 

教育訓練事業者との協業によって得られるスキルシート、ポートフォリオ、進捗レポートといった

成果物は、エージェントが企業に対して候補者の能力を明示的に提示する際の重要な判断材料

となる。とりわけ、職務経歴に乏しい人材や非IT出身の人材にとっては、スキルの可視化が「書
類選考突破率」や「面接通過率」の向上に直結するのは言うまでも無い。 

③ 成約事例の形式知化と営業資産化 

教育訓練を経た人材の成功事例を蓄積することで、エージェントは「スキル不足層に対する育成

支援→実務定着」という成果モデルを保有することになる。この形式知は、企業への営業活動に
おいて、幅広い人材対応力や長期視点での人材開発力を訴求する資産となり、他社との差別化

にも寄与する。 

これらの提供価値により、教育訓練事業者は単なる外注先ではなく、エージェントの事業成長に

貢献する「支援インフラ」として位置づけられ、協業関係の持続性が高まる。 

（2）IT特化型転職エージェントから教育訓練事業者への獲得価値 

① 潜在層との接点形成と顧客流入の多様化 

IT特化型転職エージェントは、年間数千〜数万件に及ぶ求職者との面談機会を有しており、その
中にはスキル不足を理由に「斡旋対象外」とされた人材が一定数存在する。協業により、これら

の人材に教育訓練という選択肢を提示することで、教育訓練事業者は通常のチャネルでは接点

を持ち得なかった層へのアクセスを獲得することが可能となる。 

② 紹介構造の正統性と信頼性の獲得 

エージェントは、求職者との間に一定の信頼関係を有しており、その文脈で教育訓練機関を紹介

することは、求職者にとっての心理的ハードルを下げ、納得感のある選択へと導く効果を持つ。

教育訓練事業者は、こうした“推薦を伴う紹介構造”の中に組み込まれることで、顧客接点におけ
る信頼性を高め、受講率の向上が期待される。 

③ マーケット動向のフィードバックによる教育内容の最適化 

エージェントが日々把握する求人要件、企業ニーズ、面接傾向などの情報は、教育訓練事業者

が市場ニーズに即したカリキュラムを編成するうえで非常に有益なデータである。両者が情報交

換を継続的に行うことで、教育内容の市場適合性が高まり、訓練成果の即戦力化が促進され

る。 

（3）協業実現性の総合的考察 



教育訓練事業者とIT特化型転職エージェントとの協業は、一見すると「育成支援」と「即戦力の紹
介」という志向の差異が障壁となるように映る。しかし、両者の機能を段階的かつ補完的に組み

合わせることで、より再現性の高いIT人材供給モデルを構築することが可能となる。 

第一に、スキル育成フェーズの外部化と情報共有の連携構造が、協業実現性の鍵を握ってい

る。エージェントにとって、スキル不足により斡旋対象から外さざるを得なかった求職者を、協業

先の教育訓練事業者へ適切に接続できる体制が整えば、短期的にはリソース削減、中長期的に

はマッチング可能性の再創出が期待できる。特に、教育訓練事業者側がスキル習得過程・スキ

ルシート・ポートフォリオ等を共有する体制を確保していれば、訓練終了後の支援再開にあたっ

ての情報的材料が充実している。このような構造は、エージェントにとって**“低リソースで支援関
係を再活性化できる顧客接点”の獲得**を意味し、支援回収の効率化に大きく資するのだ。 

第二に、エージェントにとって本来支援対象になり得なかった層に対して、“訓練を経てマッチン
グ可能な人材”として転換する支援基盤を構築できる点も重要である。特に、職歴やIT経験の不
足により見送りとなっていた人材に対して、明確なスキル取得履歴やポートフォリオが整備され

た状態で再エントリーしてもらうことは、企業への推薦の説得力を高めると同時に、成約率や企

業満足度の向上にも寄与する。このような支援モデルの形式知化と実績蓄積は、エージェントの

営業資産としての価値を持つ。 

第三に、教育訓練事業者側にとっても、エージェントとの協業は単なる集客導線の確保にとどま

らない。実務に基づいた求人情報や現場ニーズのフィードバックを得ることで、カリキュラム設計

の妥当性が検証・改善され、実務直結型の訓練体系の構築が促進される。また、訓練成果が

エージェント経由で社会的評価に結びつくことで、事業者としての信頼性や教育効果の可視化に

もつながり、対外的なレピュテーション形成にも効果を持つ。 

さらに、両者がスキル育成→マッチング→定着というプロセスのなかで、明確な役割分担と情報
連携の枠組みを整備すれば、支援の再現性は飛躍的に高まり、求職者・企業・支援者の三者に

とって利得のある持続的支援体制の構築が可能となる。 

以上を踏まえると、教育訓練事業者とIT特化型転職エージェントの協業は、「初期的に支援対象
となりにくい層」から「スキル習得を経た即戦力候補」へと人材を転換するという構造的意義を持

つと言える。これは、単なる役割の分業にとどまらず、支援プロセスそのものの刷新と再構築を

意味しており、IT人材の持続的・多層的な供給モデルの確立に向けた極めて実践的かつ合理的
な協業形態として高く評価されるべきものである。 

​
​

 

​

就労支援系NPOとの協業における懸念点の構造的考察 

はじめに 

近年、労働市場における非正規・未経験者層の再統合に向け、就労支援系NPOと民間教育機
関との連携が注目を集めている。特に、ITスキルを通じた自立支援を志向する両者の協業は、ス
キル獲得と就労支援の橋渡しとして理にかなったものである。しかし、理念的親和性とは裏腹

に、実務面では複数の構造的懸念が存在する。本稿では、Cybertank Rails自走開発教育研究



所と就労支援NPOとの協業を想定し、その懸念点を分類的に考察することで、より現実的かつ
持続可能な協業体制の構築に資する知見を提示する。 

 

1. 役割・責任の不明確さ 

NPOが行う生活支援、就労準備支援、メンタルケア等と、民間教育機関が担う専門的技術教育
とのあいだに明確な役割分担が存在しない場合、支援対象者の行動や認識に混乱を生じさせる

恐れがある。とりわけ、ケースワーカーによる包括的支援が強い現場では、技術的アドバイスと

生活指導が同時並行的に行われ、教育主体が不明瞭となるリスクが高まる。これは最終的に、

教育成果や就労成果に対する責任の所在を曖昧にし、双方の組織にとって不利益となる可能性

を孕んでいる。 

 

2. 成果物および目的の相違 

Cybertankのような技術教育機関が重視するのは、単なる就職の実現ではなく、「自走力」を備え
た開発者の育成である。一方、就労支援系NPOのゴールは、より短期的かつ定量的な「就職決
定」の達成に置かれることが多い。福祉的就労や非正規雇用も成果とみなされる支援体系にお

いては、エンジニアとしての質的成長を志向する教育方針と齟齬が生じる可能性がある。この目

的の非対称性は、対象者のモチベーション管理や支援期間の設定に直結し、協業関係の継続

性にも影響を与える。 

 

3. マネタイズおよび収益構造の制約 

多くのNPOは、非営利法人としての性格上、成果報酬型のスキームや直接的な利益分配への
参加に慎重である。補助金・助成金を主要な財源とする支援体制においては、営利法人との連

携に対する規制や内部規程が存在し、協業そのものの枠組み設計に複雑性を加える。さらに、

教育機関側が民間生徒から受講料を徴収している場合、収益構造の透明性確保が求められ、

対外説明責任の負荷も増す。このようなマネタイズ構造の非対称性は、協業関係の安定性に直

結する重大なファクターである。 

 

4. 組織文化・運営スタンスの乖離 

NPOはしばしば理念主導型の組織運営を行っており、対象者の人権や尊厳の尊重、包括的な
包摂を最優先とする傾向がある。一方、民間教育機関においては、効率性や成果指標に基づく

迅速な意思決定が求められる。そのため、稟議プロセスや合意形成にかかる時間的・心理的コ

ストが高くなることがあり、実務レベルでのスピード感に齟齬が生じやすい。さらに、営利性を表

に出した戦略がNPO側の理念と衝突し、信頼関係にヒビを入れる可能性も否定できない。 

 



5. 生徒・利用者への情報伝達の複雑化 

支援対象者が複数の組織から同時に支援を受ける構造においては、「誰が主たる支援者である

か」が当人にとって不明確になることが多い。このような状況は、情報の矛盾、重複、あるいは欠

落を招き、学習意欲や信頼形成に悪影響を及ぼす。特に就労支援の現場においては、連携の

密度が対象者の心理的安全性に直結するため、情報整理と役割の明確化は不可欠である。 

 

6. 法務・契約・情報管理上のリスク 

個人情報保護に対する体制が、民間企業とNPOとでは大きく異なる場合がある。ボランティアス
タッフが多いNPOにおいては、情報取り扱いが属人的になりやすく、意図せぬ情報漏洩リスクも
高まる。また、協業開始時に契約スキームや責任分担の明文化が不十分な場合、トラブル発生

時の対応責任が曖昧となる。これは、連携の継続性や再発防止策の整備にも悪影響を及ぼす

要因となり得る。 

 

7. 継続性および信頼性の不安定性 

就労支援系NPOの多くは、プロジェクト単位での助成金によって活動基盤を支えており、その結
果として、連携の持続性が外部資金の動向に左右される構造を有している。また、人的リソース

の多くがボランティアに依存している場合、担当者の退職や交代によって協業体制が不安定化

することもある。このような構造的脆弱性は、中長期的なキャリア育成を志向する教育機関との

連携において、予見可能なリスクとして留意すべきである。 

 
 

本論2：就労支援系NPOとの協業における懸念点に対する対策
的アプローチ 
前章において抽出された懸念点は、いずれも協業の失敗リスクを内包する重要な論点である。し

かしながら、それらは適切な対策と設計によって、緩和あるいは回避可能な構造的問題でもあ

る。本章では、各懸念点に対応する実務的・制度的対策案を具体例を交えつつ提示し、現場レベ

ルでの連携構築に資する知見を提供する。 

 

1. 役割・責任の不明確さに対する対策 

支援領域が重複・逸脱することを防ぐためには、まず支援マトリクスの作成が有効である。具体

的には以下のような文書を策定し、両者で共有する： 



支援フェーズ NPOの主責任 Cybertankの主責任 協働対応 

生活安定支援 ◎（住居・金銭） △（学習環境） 〇（健康面の相談） 

IT学習支援 △（導入支援） ◎（講義・レビュー） 〇（学習ペース調整） 

就職活動支援 ◎（求人紹介） 〇（技術評価・推薦文） ◎（書類作成支援） 

さらに、**支援責任者制度（ケースリーダー制）**を導入し、個別支援ごとに誰が主担当かを明記
した「支援シート」を共有する体制を整える。 

 

2. 成果物および目的の相違への対応策（＋KPI設計） 

目的の非対称性を接続するには、**中間的な成果指標（KPI）**を設けることが効果的である。た
とえば以下のような形で両者が納得できる進捗指標を設計する： 

KPI項目 内容 成果認定の観点 

IT基礎スキル修得 HTML/CSS/Ruby基礎講座完了 テスト合格 or 講師認定 

模擬開発体験 小規模アプリのCRUD実装 GitHub提出＋レビュー済 

自己PR文完成 就労意欲と学習成果の表現 800字＋フィードバック反映 

生活設計面談 家計管理・就労条件の明確化 ワークシート記入＋面談実施 

これらを**支援進捗ボード（Google Spreadsheet／Airtableなど）**で可視化すれば、支援の重
心やボトルネックを双方が把握しやすくなる。 

 

3. マネタイズおよび収益分配の難しさへの工夫 



非営利性の高いNPOと、受講料収入を得るCybertankの間では金銭的連携が難しい場合が多
いため、非金銭的リターンによるパートナー関係を設計する。 

具体策： 

●​ NPO側の社会的実績に貢献：Cybertank卒業生の支援成果をNPOの活動報告に掲載
可能にする。​
 

●​ Cybertank側の信頼性強化：NPO経由の送客は「信頼された紹介枠」として、企業や学
生に訴求。​
 

●​ 補助金の共同申請：地域就労支援事業・学び直し支援事業などを、共同事業体として申
請し、資金の正当な配分ルートを設計。​
 

これらの枠組みを**事業契約書ではなく「連携覚書（MOU）」**の形で取り交わすことで、柔軟性
と継続性を担保する。 

 

4. 組織文化・運営スタンスの違いへの調整 

支援の理念や判断軸の違いによるコンフリクトを避けるには、**「共有価値ワークショップ」**の定
期開催が有効である。​
 内容例： 

●​ 支援における“成果”とは何か​
 

●​ 就労はゴールか、通過点か？​
 

●​ エンパワメント vs 指導的支援​
 

加えて、意思決定のスピードを確保するために、小規模ジョイントチーム（2〜3名）による協議体
を構築し、SlackやLINE Works等で連絡→即決→報告を徹底する運用を導入する。 

 

5. 生徒・利用者への情報伝達の複雑化に対する対策 

利用者が支援者を混同しないために、初回支援時に「支援マップ」を紙 or PDFで配布し、担当者
名・役割・連絡窓口を明示する。 

さらに、以下のような共有システムの導入が効果的： 

●​ Googleフォーム × スプレッドシート連携：面談記録・生活状況・学習進捗を週次入力​
 



●​ 支援統合管理者（ケースマネージャー）配置：CybertankとNPOのハブとなる人物を選定
し、連絡の一本化を図る​
 

 

6. 法務・契約・情報管理上のリスク対策 

個人情報・推薦書・成績評価データのやりとりに関しては、以下の文書によるリスクマネジメント

を徹底する： 

●​ 包括連携契約書：責任分担・秘密保持・免責事項​
 

●​ 情報共有ルールブック：Google Drive共有・パスワード設定・ファイル命名規則​
 

●​ 情報管理研修キット：NPO向けに簡易マニュアルや動画教材を提供し、教育負担を軽減​
 

また、情報漏洩時の**一次対応ルール（通報先・初動対応手順・再発防止）**を明記した「情報ト
ラブルマニュアル」も事前に共有する。 

 

7. 継続性および信頼性の不安定性への備え 

助成金型のNPOにおける活動停止や担当者交代のリスクに備えるには、**協業体制の「脱属人
化」**が必要である。 

具体策： 

●​ 支援記録の共通テンプレート化（誰が見ても状況が分かるように）​
 

●​ 年1回のパートナーシップレビュー会議​
 

●​ 中長期覚書（MOU）＋自動更新条件付き契約​
 

さらに、NPOの財政が不安定な場合は、**複数の連携NPOを確保する「支援ネットワーク型連
携」**を構築し、1団体依存を避ける戦略が望ましい。 

 

おわりに 

これらの対策は、単にリスクを「除去」するのではなく、リスクを予測し、設計に組み込むことで協

業の品質と持続性を高めるアプローチである。Cybertankのような技術教育機関が就労支援
NPOと連携する際には、このような「構造的補完」と「制度的補強」によるパートナー設計が不可
欠である。​



 協業の真価は、理念の一致ではなく、構造の調整によって生まれる現場の連携可能性にこそ宿
る。 

 
 

キャリアコンサルタントとの協業における構造的懸念とその対策 

はじめに 

キャリア支援において、個人コンサルタントとの連携は、対象者一人ひとりに対してきめ細かな支

援を提供できる点で大きな意義を持つ。特に、民間のプログラミング教育機関とキャリアコンサル

タントとの協業は、スキル習得と職業選択の連続性を補完する枠組みとして期待される。しかし、

個別性が高く、属人的な支援体制に依存するコンサルタントとの協業には、構造的な懸念点が

潜在している。本稿では、Cybertank Rails自走開発教育研究所の文脈において、キャリアコンサ
ルタントとの協業が抱える課題とその対応策を、実務的かつ構造的に整理する。 

 

本論1：キャリアコンサルタントとの協業における懸念点 

1. 役割・責任の不明確さ 

キャリアコンサルタントは、職業選択や進路設計に関するアドバイスを行うが、その支援範囲が

Cybertank側の技術的指導領域と重複する場面が散見される。たとえば、「どのスキルを優先す
べきか」「どの職種を目指すべきか」といった指導内容は、教育設計そのものに関わる領域であ

り、教育者とコンサルタントとの間で指導権限の競合が生じやすい。 

 

2. 成果物および目的の相違 

キャリアコンサルタントは、往々にして「最適な職業へのマッチング」や「短期的な内定獲得」に重

きを置く傾向がある。一方、Cybertankは、技術者としての自走力を中長期的に養成することを目
的としており、進路指導の短期最適化が学習プロセスを阻害する可能性がある。成果の定義が

異なることは、対象者の意思決定を混乱させる原因となりうる。 

 

3. マネタイズおよび収益分配の困難さ 

個人のキャリアコンサルタントは、ビジネスモデルが多様であり、報酬体系が不安定であることが

多い。Cybertankとの協業においても、成果報酬の有無や金額設定が曖昧なまま連携が始まる
と、報酬トラブルの温床となる。また、紹介料や手数料に関する契約が未整備な場合、対外的な

説明責任が発生した際に法的リスクを伴う。 

 



4. 組織文化・運営スタンスの違い 

キャリアコンサルタントの多くは、個人事業主または小規模事業体であり、活動スタイルや価値

観が極めて属人的である。そのため、Cybertankが設計する一貫した教育カリキュラムとの整合
を図ることが困難である場合がある。特に、心理的アプローチを重視するコンサルタントと、論理

的スキル構築を志向する教育者との間には、支援方法のギャップが存在しやすい。 

 

5. 生徒・利用者への情報伝達の複雑化 

生徒が「コンサルタントの指導」と「教育者の指導」の間で板挟みとなり、どちらを優先すべきか判

断に迷う状況が生じる。とりわけ、進路に直結する意思決定において両者の意見が分かれた場

合、対象者の不安や混乱が増幅される。情報伝達に一貫性が欠ければ、信頼関係の構築にも

悪影響を及ぼす。 

 

6. 法務・契約・情報管理上の課題 

キャリアコンサルタントが個人で活動している場合、契約書類の整備や個人情報保護体制が未

整備であることがある。そのため、受講生の個人情報をやりとりする際の法的リスクや、支援記

録の保管体制に問題が生じる可能性がある。また、契約不履行やトラブル発生時の責任分担が

曖昧になりやすい点も懸念される。 

 

7. 継続性および信頼性の不安定性 

個人コンサルタントの活動は、本人の都合や経営状況に強く依存するため、協業体制が恒常的

に継続される保証がない。突然の活動停止や連携終了が発生する可能性が高く、長期的な教育

支援やキャリア設計の流れを寸断するリスクがある。 

 

本論2：キャリアコンサルタントとの協業における懸念点に対す
る具体的対策 
前章で述べた各懸念点は、協業の機能不全を引き起こす要因となりうるが、それらは事前の制

度設計・情報整理・関係性の最適化によって十分に緩和可能である。本章では、キャリアコンサ

ルタントとの現実的な連携を志向するにあたり、各懸念に対応する具体的対策案を提示し、実務

への応用可能性を高めることを目的とする。 

 

1. 役割・責任の不明確さに対する対策 



懸念される指導領域の競合を防ぐためには、**「支援領域の構造的マッピング」**を行い、キャリ
ア支援と教育支援の役割範囲を明示化することが有効である。たとえば、以下のような簡易

チャートを用いる： 

支援領域 主担当 Cybertankの関与 キャリアコンサルタントの関

与 

技術スキルの

習得 
Cybertank ◎（設計・講義・レビュー） △（学習計画助言） 

職務経歴の整

理 
コンサルタント △（参考提示） ◎（質問・伴走） 

志望職種の選

定 
両者協働 ◯（市場説明・案件傾向） ◯（適性判断） 

さらに、担当コンサルタントと講師が定例的に「支援分界線の確認ミーティング」を設ける体制を

整えれば、ズレの早期是正が可能となる。 

 

2. 成果物・目的の相違に対する対策（＋KPI設計） 

短期成果（就職・内定）と長期育成（自走力習得）のギャップを埋めるには、両者の中間に位置す

るKPIを共同設計することが極めて効果的である。以下はその一例だ。 

✅ 共有KPI設計例 

カテゴリ KPI項目 評価指標 

自己理解 自己分析ワークシート完了 全質問項目への記述・棚卸し精度 

企業理解 IT業界職種リサーチ 3職種以上の比較＋志望理由付き 

スキル習得 GitHubポートフォリオ初稿 README記述／最低1ページのデプロイ 



志望明確化 志望企業トップ3の選定 企業名＋応募理由＋スキル一致度 

表現力 自己PR・職務経歴書完成 成果強調型／スキルとの接続有無 

これらを、「キャリア支援 × 技術育成」両方のタッチポイントとして可視化すれば、目的のズレは
実務的に接続される。 

 

3. 報酬・契約の整備 

金銭的トラブルを防ぐためには、協業開始時に**「成果報酬有無・紹介料の範囲・請求条件・トラ
ブル時の対応」などを盛り込んだ準委任契約書**を取り交わす必要がある。 

また、以下のような選択肢を検討することが実務的である： 

●​ 成果報酬型：Cybertank受講生が企業内定時にコンサル側へ一定額支払い​
 

●​ 定額委託型：月額顧問契約（生徒3名まで担当、超過時追加料）​
 

●​ 紹介先明示型：コンサルタントが連携エージェントを紹介し、報酬を受け取るが、
Cybertankとの金銭の授受はなし​
 

これらの報酬モデルを3パターン明示し、事前選択させる仕組みが透明性と持続性を高める。 

 

4. 支援スタイルの調整と連携の標準化 

属人化を防ぐには、Cybertankが「キャリア支援連携ガイドライン」を策定し、コンサルタントに提
示することが効果的だ。内容には以下を含める： 

●​ 支援のフェーズ区分（例：自己分析 → 志望形成 →表現訓練）​
 

●​ NGアドバイス例（例：「まず資格を取ろう」など一律指導の回避）​
 

●​ 講師との連絡ルール（Slackまたは週1連絡など）​
 

また、Cybertank主催のキャリア勉強会・連携者会議を設けることで、思想と手法のすり合わせ
が可能となる。 

 



5. 情報伝達の一本化 

情報の錯綜を防ぐには、一元管理ツール（Notion・Slack・Airtable等）を用いた支援進捗の見え
る化が望ましい。以下の要素が含まれるべきだ： 

●​ 生徒ごとの進捗ステータス（例：「志望固まった／ポートフォリオ初稿完了」など）​
 

●​ コンサル・講師両方からのコメント履歴​
 

●​ 次回面談の予定・課題​
 

併せて、生徒には**「支援マップPDF」**（誰が何を担当しているかの簡易チャート）を配布すれば
安心感と行動の一貫性が生まれる。 

 

6. 契約・個人情報保護の体制構築 

情報保護体制が整っていない個人コンサルに対しては、**最低限のセキュリティ基準を明記した
「連携パートナー誓約書」**を用意し、署名を必須とする。内容例： 

●​ 生徒データの第三者提供禁止​
 

●​ Googleドライブ利用ルール（2段階認証必須など）​
 

●​ 支援記録はCybertank指定クラウドに保存​
 

これにより、法務リスクを契約レベルで最小化できる。 

 

7. 継続性・信頼性の不安定性への対策 

属人性が高いキャリア支援においては、「引き継ぎ可能な支援ログ」と「複数コンサルとのリレー

体制」の同時設計が重要となる。 

具体策： 

●​ 各生徒の支援ログ（面談記録・KPI状況）を記録​
 

●​ 担当変更時の「引き継ぎミーティング」を義務化​
 

●​ コンサルタント候補を複数契約し、代替者を事前にプール​
 

さらに、Cybertank内に「キャリア連携責任者」ポジションを設けて統括すれば、支援の持続可能
性は格段に向上する。 



 

このように、各懸念点に対して制度設計／役割明示／ツール整備／意識統一といった多角的対

策を講じることで、個人コンサルタントとの協業は属人性を超えた“構造化された連携”として機能
し得る。Cybertankにとって、キャリア支援との一体化は受講生の最終成果を保証するラストマイ
ルであり、その戦略設計は組織成長の鍵を握る要素である。 

 

 

これらの対策は、協業関係における「信頼の非対称性」を可視化・是正し、教育とキャリア支援の

間に橋を架けるものである。協業を単なる相乗りにとどめず、制度的に設計された連携体制とす

ることが、今後の発展のカギを握る。 

 

IT特化型転職エージェントとの協業における構
造的懸念とその対策提案 

はじめに 
IT人材市場において、技術教育機関と転職エージェントの協業は、学習から就職までの一貫的
支援体制を構築する上で、合理的な選択肢の一つである。特にIT特化型エージェントは、企業
ニーズや市場動向に即した情報を保有し、即戦力人材のマッチングに長けている点で、民間教

育機関と相互補完的な関係を築きうる存在である。 

しかし一方で、エージェント業界特有のKPI至上主義的な営業構造、成果報酬前提の契約体系、
教育に対する理解の不均衡といった要因により、両者の協業にはいくつかの構造的な懸念が存

在する。本稿では、Cybertank Rails自走開発教育研究所の事業文脈を念頭に置きながら、IT特
化型エージェントとの協業に潜むリスクを洗い出し、それらへの現実的対策案を提示する。 

 

本論1：IT特化型転職エージェントとの協業における懸念点（Zリ
スト） 

1. 役割・責任の不明確さ 

エージェントとCybertankの双方が、受講生に対して求人紹介やキャリア相談を行う場面が存在
し、**「この支援は誰が主導しているのか」**が不明瞭になる危険性がある。また、企業との交渉
窓口や合否連絡の役割が重複すると、信頼性を損ねるリスクがある。 

 



2. 成果定義のズレ 

エージェント側がKPIとして重視するのは**「決定人数」や「面談数」**であり、Cybertankが重視す
る「自走力」「構築力」「長期的なキャリア設計」といった観点と合致しないことがある。その結果、

学習途中での無理な推薦・早期就職誘導が発生し、教育機会を阻害する懸念がある。 

 

3. マネタイズ・収益構造の競合 

エージェントは企業からの成果報酬（例：年収の30%）で収益を得るモデルであり、Cybertankが
生徒から受講料を徴収するモデルと競合する可能性がある。また、同一人材を双方が収益源と

した場合、二重請求・報酬分配のトラブルが生じるリスクがある。 

 

4. 組織文化・営業スタンスの乖離 

エージェント側は、短期KPIの達成とクライアント企業へのスピーディな紹介を優先する傾向が強
く、教育機関の持つ「学習者中心の支援」「育成に時間をかける」価値観と噛み合わないことが多

い。営業主導の介入が、教育現場のリズムを乱すこともある。 

 

5. 生徒・利用者への情報伝達の混乱 

受講生が「エージェントにも登録」「Cybertankにも所属」という二重構造になることで、推薦先の
重複やスケジュールの混乱、複数窓口からの連絡による不安を引き起こす可能性がある。 

 

6. 法務・契約・情報管理の不備 

企業への推薦プロセスの中で、Cybertankが保有する成績や評価データが、エージェントを通し
て企業に渡される場合の情報管理・責任の所在が曖昧になりがちである。推薦先企業に関する

開示義務・同意取得・責任分担の整備が不十分なまま進行する危険性がある。 

 

7. 継続性・関係安定性の脆弱さ 

エージェントの方針変更（営業戦略転換・KPI再設定）や、担当者の異動によって、構築した協業
体制が突然崩壊するリスクがある。特に、教育側がエージェントに強く依存している構造だと、安

定した就労支援体制が継続できない恐れがある。 

 

本論2：各懸念に対する対策と具体的設計案 



1. 役割・責任の明確化 

**「業務連携合意書（MOU）」**を締結し、以下のような支援範囲の明文化を行う： 

●​ エージェント：企業情報の提供／推薦書類の作成補助／面接日程調整​
 

●​ Cybertank：技術面の評価／スキル証明の作成／ポートフォリオレビュー​
 

加えて、「企業推薦ルートの明示」（例：Cybertank経由／エージェント経由）をシステム上に明記
し、推薦ルートの競合を防ぐ。 

 

2. 成果指標の調整（＋KPI連携設計） 

Cybertankとエージェントの**成果定義を接続するための「中間KPI」**を設計する。例： 

項目 内容 測定方法 

推薦可能ライン達

成 
学習項目○○完了＋レビュー合格 技術スコア×評価フラグ 

企業選定ワーク完

了 
志望企業×3、職種一致度分析 キャリアコンサル記録 

書類完成 職務経歴書＋GitHubリンク＋PR
文 

テンプレート共有＋チェックリスト方

式 

このように、エージェントの営業KPIと教育成果KPIを“橋渡しする指標”を協議によって定義すれ
ば、ミスマッチの防止につながる。 

 

3. 収益モデルの住み分けとトラブル回避策 

以下の3つのモデルを明示して使い分ける： 

1.​ 完全独立モデル：受講料はCybertank、成果報酬はエージェント。収益源が交差しないよ
う「どちら経由の内定か」を明示​
 

2.​ 紹介分配モデル：Cybertank→エージェントへ推薦、内定時に紹介料の一部をCybertank
へ還元（または逆）​
 

3.​ 成果連携モデル：共同ブランドとして企業に提案。紹介先・報酬分配は事前合意の比率
に基づく​
 



いずれにおいても、紹介経路のトラッキングと相互報告義務を契約条項に含めることが必要だ。 

 

4. 組織文化・営業リズムへの対応 

エージェント側の営業マインドと教育機関のリズムを調整するために、**「連携ルールブック」**を
作成し、営業・教育の境界線を双方が学ぶ機会を設ける。 

内容例： 

●​ 面接アポは生徒＋講師と調整の上で設定​
 

●​ 推薦可否はCybertankが評価を通じて判定​
 

●​ 生徒の進捗状況は週次で共有​
 

また、**Cybertank内に「エージェント連携担当者」**を置くことで、営業介入の適正化と調整コスト
を吸収する。 

 

5. 情報伝達の一本化と可視化 

**Cybertank × エージェント共用の「生徒進捗ダッシュボード」**を設け、生徒の状況を可視化す
る： 

●​ 志望企業一覧・エントリー状況​
 

●​ スキル進捗・技術課題の達成状況​
 

●​ 書類提出済／面接予定などの進捗ステータス​
 

これにより、生徒が「複数の指導者から異なる連絡を受ける」状況を回避し、混乱を防げる。 

 

6. 法務・契約・情報管理の強化 

協業開始前に、以下の文書の締結を義務づける： 

●​ 個人情報の第三者提供に関する同意書（生徒署名）​
 

●​ 推薦情報の利用目的と開示先に関する合意書​
 

●​ トラブル時の責任分担・損害賠償の範囲を明記した連携契約​
 



また、Cybertankが提供する成績データに改変・抜粋を加えないことを条件にして共有すれば、
教育成果の誤認を防げる。 

 

7. 継続性と信頼性の確保 

依存リスクを下げるためには、複数のエージェントと業務提携し、ポートフォリオ形式で連携先を

分散管理することが望ましい。 

さらに、 

●​ 四半期ごとの連携レビュー会議​
 

●​ 満足度サーベイ（生徒・企業・講師）​
 

●​ KPI未達時の見直しルール（担当変更など）​
 

など、継続性を制度化するPDCA体制を導入すれば、信頼構築とリスク対応の両立が可能とな
る。 

 

結論 
IT特化型転職エージェントとの協業は、求職者へのスピード感あるマッチングと、業界動向に即し
た実践的支援をもたらす点において、大きな可能性を秘めている。その一方で、成果指標の非対

称性や収益構造の競合、営業主導の構造など、協業の実現には複雑な調整が求められることも

事実である。 

本稿で提示した懸念と対策は、単なる障害の指摘ではなく、「どのようにすれば機能的な連携体

制が構築できるか」という構造設計上の問いに対する応答である。Cybertankのような自走型育
成機関が持続的に価値を発揮するためには、エージェントとの関係性を「競合」ではなく「役割接

続」によって再定義する設計思考こそが不可欠である。 
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